
下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付要綱

令和２年３月３１日制定

（趣旨）

第１条 この要綱は、下関市商店街等競争力強化事業費補助金（以下「補助金」と

いう。）の交付について、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。

（１） 商業団体等 定款、規約又は規程（以下「定款等」という。）を有する団

体で、当該団体の事務所の所在地及び活動の区域が下関市内（以下「市内」

という。）であることが定款等に規定されているもののうち、次のいずれか

に該当するもの

ア 商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）に規定する商店街振興

組合

イ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に規定する事業協

同組合、事業協同小組合及び協同組合連合会

ウ 中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に規定

する商店街組合及びこれを会員とする商工組合連合会

エ 商工会議所法（昭和２８年法律第１４３号）に規定する商工会議所

オ 商工会法（昭和３５年法律第８９号）に規定する商工会

カ 中心市街地の活性化に関する法律（平成１０年法律第９２号）第１５条

第１項第１号又は第２号ロに該当する者

キ 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）に規定する特定非営利

活動法人

ク 市内で小売商業又はサービス業（以下「小売商業等」という。）を営む

者で組織する団体で、小売商業等の活性化を目的に事業活動を行うもの

（２）民間事業者 市内で飲食業、小売業及びサービス業を営む中小企業者（中

小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に規定する事

業者をいう。）

（３） 商店街等 商業団体等が事業を営む区域

（４） 大規模小売店舗立地法特例区域 中心市街地の活性化に関する法律第３

７条第１項の規定に基づき、山口県が指定した別図に掲げる区域

（５） 特例区域内事業者 大規模小売店舗立地法特例区域で大規模小売店舗施

設（大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第２条第２項に規定

する大規模小売店舗をいう。）を所有し、かつ、運営する事業者

（６） 特例区域周辺 大規模小売店舗立地法特例区域から概ね１㎞圏内の区域

（７） 特例区域周辺商業団体等 特例区域周辺が活動の区域である商業団体等

（交付の目的）

第３条 補助金は、次条第１項に規定する補助対象事業を実施する商業団体等、民

間事業者及び特例区域内事業者（以下「補助事業者」という。）に対し、当該補

助対象事業の実施に必要となる経費の一部又は全部について交付することによ

り、市内の小売商業等の活性化及び商店街等の魅力の向上を図ることを目的と

する。

（交付の対象事業、対象経費及び補助率）

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次

の各号に掲げる補助事業者の区分に応じ、別表第１に掲げる事業のうち当該各



号に定める事業とする。

（１） 商業団体等 小売商業等振興事業、施設等整備事業、初動期活動事業及

びインバウンド事業。ただし、特例区域周辺商業団体等にあっては、駅前商

業活性化事業を含む。

（２） 民間事業者 インバウンド対応事業のうち言語対応事業及び人材育成事

業

（３） 特例区域内事業者 駅前商業活性化事業及び駅前商業施設魅力向上事業

２ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表第

２に掲げる経費とし、その補助率は、別表第３のとおりとする。

（交付の申請）

第５条 補助金の交付を受けようとする補助事業者（以下「申請者」という。）は、

下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付申請書（様式第１号）により、市長

に申請しなければならない。

（交付の決定）

第６条 市長は、前条の規定による申請があった場合において、その内容を審査し、

及び必要に応じて調査等を行い、適当であると認めるときは、予算の範囲内にお

いて、補助金の交付を決定し、下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付決定

通知書（様式第２号）により、その旨を申請者に通知するものとする。

２ 市長は、前項の規定による審査により、補助金の交付が適当でないと認めると

きは、補助金を交付しない旨を申請者に通知するものとする。

（交付の条件）

第７条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付を決定する場合において、

当該補助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、補助金の

交付の決定に条件を付することができる。

（補助対象事業の推進）

第８条 第６条第１項の規定による通知を受けた申請者（以下「補助決定者」とい

う。）は、適切に補助対象事業を推進しなければならない。

（申請の取下げ）

第９条 補助決定者は、第６条第１項の規定による通知を受けた後に補助対象事

業を中止し、又は廃止しようとするときは、下関市商店街等競争力強化事業費補

助金事業計画中止・廃止届出書（様式第３号）を市長に提出して、補助金の交付

の申請の取下げをすることができる。

２ 前項の規定により申請が取り下げられたときは、当該申請に係る補助金の交

付の決定は、なかったものとみなす。

（補助対象事業の変更に係る承認の申請等）

第１０条 補助決定者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ下関

市商店街等競争力強化事業費補助金事業計画変更承認申請書（様式第４号）を市

長に提出して、その承認を受けなければならない。

（１） 補助対象経費の費目ごとに配分された額を変更しようとするとき。ただ

し、各配分額の１０パーセント以内の流用増減を除く。

（２） 補助対象事業の内容を変更しようとするとき。ただし、次に掲げる軽微

な変更を除く。

ア 補助金の交付の目的に変更をもたらすものではなく、かつ、補助決定者

の自由な創意により、より能率的な補助金の交付の目的の達成に資する

ものと考えられるとき。

イ 補助金の交付の目的及び補助対象事業の事業能率に関係がない事業計

画の細部の変更であるとき。

（３） 補助対象事業の全部又は一部を中止し、又は廃止しようとするとき。



２ 補助決定者は、補助対象事業が予定の期間内に完了しないとき、又は補助対象

事業の実施が困難となったときは、遅滞なく、その理由及び当該補助対象事業の

実施の状況を記載した書類を市長に提出して、その指示を受けなければならな

い。

（実績報告）

第１１条 補助決定者は、補助対象事業が完了したときは、その完了の日から起算

して２０日を経過した日（その完了の日の属する月が３月である場合にあって

は、同月末日）までに、下関市商店街等競争力強化事業費補助金実績報告書（様

式第５号）により、市長に報告しなければならない。ただし、補助対象事業が小

売商業等振興事業のうち地域特性創出事業（商店街イメージアップ事業）若しく

は共同化推進事業又はインバウンド対応事業である場合は、市長が別に指示す

る日までに報告するものとする。

（補助金の額の確定）

第１２条 市長は、前条の規定による報告を受けた場合において、その内容を審査

し、及び必要に応じ調査等を行い、適当であると認めるときは、交付すべき補助

金の額を確定し、その旨を下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付額確定

通知書（様式第６号）により、補助決定者に通知するものとする。

（是正のための措置）

第１３条 市長は、前条の規定による審査の結果、補助対象事業の成果が補助金の

交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、当該補

助対象事業について、これに適合させるための措置をとるべきことを補助決定

者に対して指示することができる。

２ 第１１条の規定は、前項の規定による指示に従って行う補助対象事業につい

て準用する。

（補助金の交付請求）

第１４条 第１２条の規定による通知を受けた補助決定者は、補助金の交付を受

けようとするときは、速やかに下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付請

求書（様式第７号）により、市長に請求しなければならない。

２ 市長は、特に必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、第６条第

１項（第１３条第２項において準用する場合を含む。）の規定による通知に係る

金額の範囲内で、補助決定者の請求に基づき、概算払により補助金を交付するこ

とができる。

３ 前項の概算払を受けようとする補助決定者は、下関市商店街等競争力強化事

業費補助金概算払請求書（様式第８号）を市長に提出しなければならない。

４ 市長は、概算払を行った補助金について、第１２条の規定により確定した補助

金の額をもって当該補助金の精算を行い、不足があるときはその請求及び支払

については第１項及び次条の規定を準用し、過払いがあるときは速やかにその

額を返還させるものとする。

（補助金の交付）

第１５条 市長は、前条の規定による請求を受けた場合において、これを審査し、

適当であると認めるときは、補助決定者に当該請求のあった額を交付するもの

とする。

（関係書類の整備等）

第１６条 補助決定者は、補助対象事業の実施状況及び経費の収支に関する帳簿

その他関係書類（市長が別に指示する書類を含む。以下同じ。）を整備し、当該

補助対象事業の完了した日の属する会計年度の翌年度の初日から起算して５年

間これを保管しなければならない。

（補助金の交付の決定の取消し及び補助金の返還）



第１７条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の

交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

（１） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

（２） 補助金を他の用途に使用したとき。

（３） 補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき、又は

市長の指示に従わなかったとき。

（４） この要綱に違反したとき。

（５） 不適当な方法で補助対象事業が実施されているとき。

（６） その他市長が補助金を交付することが適当でないと認めたとき。

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、当

該取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付しているときは、補助決定者に対

し期限を定めてその返還を命ずる。

３ 前２項の規定は、第１２条の規定による補助金の額の確定があった後におい

ても適用する。

（財産の処分の制限）

第１８条 補助決定者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産を、

市長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、設置場所の変更、改造、又は担保に供してはならない。ただし、次の

各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

（１） 補助決定者が補助金の全部に相当する金額を市に納付したとき。

（２） 補助対象事業完了後５年を経過したとき。

（３） 災害等により当該補助対象事業により整備等を行った施設等が被害を受

け、一般公衆の利便確保のため緊急に改造を要するとき。

（質問、報告等）

第１９条 市長は、必要があると認めるときは、補助決定者に対し質問をし、報告

を求め、若しくは補助対象事業の施行に関し必要な指示をし、又は第１６条の帳

簿その他関係書類について検査をすることができる。

（その他）

第２０条 この要綱の運用に関し必要な事項は、その都度市長が指示する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和２年３月３１日から施行し、令和２年度の補助対象事業から

適用する。

（経過措置）

２ この要綱による改正前の下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付要綱に

基づき交付の決定をした補助金については、なお従前の例による。

（要綱の失効）

３ この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、令和８年度

の予算に係る補助金については、同日後も、なおその効力を有する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和２年４月３０日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正前の下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付要綱に

基づき交付の決定をした補助金については、なお従前の例による。

附 則

この要綱は、令和２年６月２４日から施行する。

附 則



この要綱は、令和２年７月２９日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の様式第１号（その１）及び様

式第１号（その２）による用紙で、現に残存するものは、なお使用することが

できる。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和３年５月１９日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正前の下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付要綱に

基づき交付の決定をした補助金については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正前の下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付要綱に

基づき交付の決定をした補助金については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和４年６月２８日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正前の下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付要綱に

基づき交付の決定をした補助金については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正前の下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付要綱に

基づき交付の決定をした補助金については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和５年１２月２０日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正前の下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付要綱に

基づき交付の決定をした補助金については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の改正規定

は、令和６年３月３１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正前の下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付要綱の

規定に基づき交付の決定をした補助金の取扱いについては、なお従前の例によ

る。



別図（第２条関係）

大規模小売店舗立地法特例区域は、上図の太線の枠内の範囲をいう。



別表第１（第４条関係）

補助対象事業の名

称

補助対象事業の概要 補助対象事業の区分

小売商業等振興事

業

小売商業等の活性化

又は商店街等の魅力

向上に効果が見込ま

れる総事業費が２０

万円以上のソフト事

業

１ まちづくり計画等策定事業

事業計画等の策定、活性化のた

めの調査、研究活動等の事業

２ 高齢者等対策事業

高齢者、障害者等の利便性向上

を図るための事業

３ 環境対策事業

リサイクルシステム等の構築、

環境保全・美化を促進するため

の事業

４ 地域特性創出事業（商店街等

イメージアップ事業）

商店街等の魅力向上を図るため

のイベント、キャンペーン事業、

オリジナル商品の開発、販売促

進、商店街マップ・ロゴマーク・

イメージキャラクターの作成な

ど、商店街等のイメージアップ

を図るための事業

５ 共同化推進事業

共同購入、共同配送、共通割引

カード、スタンプ事業等、共同

化を推進するための事業

６ 情報化対策事業

情報発信、バーチャルモール、

顧客管理システム構築等、商店

街等の情報化を図るための事業

７ 交流促進事業

他の商業団体等との交流を通

じた物流機能、特産品の相互流

通を促進する事業

８ 空き店舗活用事業

チャレンジショップ、コミュニ

ティ施設等、空き店舗を活用し

て商店街等の活性化を図るため

の事業

施設等整備事業 一般公衆の利便に寄

与する施設等又は商

店街等の活性化を図

るための施設等を整

備する事業

１ 一般公衆の利便に寄与する施

設等

自転車・バイク置き場・駐車場・

カラー舗装歩道・モザイク舗装

歩道・街路灯・アーケード・ア

ーチ・案内塔等



２ 商店街の活性化を図るための

施設等

放送施設・情報化設備・コミュ

ニティーホール・イベント広

場・ポケットパーク・物品預り

所・休憩所・案内所・待合所・

展示場・共同トイレ・噴水等

初動期活動事業 新たに設立された商

業団体等（第２条第

１号キに該当する者

を除く。）が、当該商

業団体等の設立の目

的を達成するために

行う初動期の活動事

業

新たに組織化した商業団体等の

初動期の活動事業

インバウンド対応

事業

インバウンド客の誘

客や消費喚起が見込

まれる総事業費２０

万円以上の事業

１ 言語対応事業

多言語 web サイトの製作、多言
語表示案内看板の作成、提供メ

ニューの作成、通訳・翻訳機器

の導入等による言語対応を図る

ための事業

２ 人材育成事業

マナーや語学等のセミナーの開

催により受入対応力の向上を図

るための事業

３ 広域事業

商業団体等の多言語マップを作

成するための事業

４ イベント事業

ものづくり体験、着物着付け体

験、臨時出店イベント等のイン

バウンド客向けのイベント開催

事業

駅前商業活性化

事業

大規模小売店舗立地

法特例区域及び特例

区域周辺の小売商業

の活性化により下関

駅前の振興に寄与す

ることが見込まれる

事業

１ プレミアム付商品券事業

小売商業の活性化に効果が見

込まれるプレミアム付商品券

事業

※特例区域内事業者が実施する

場合は、特例区域内事業者又は

特例区域周辺商業団体等にに該

当する者が複数で共同して実施

することが条件

２ 誘客促進事業

(１ ) 送客バス運行事業 送客に

効果が見込まれるバス等の運

行事業

(２)イベント開催等支援事業



備考

１ 小売商業等振興事業に係る補助金の交付の申請をする場合は、いずれか１

つの区分に限り申請できるものとする。

２ 補助金の交付の申請においては、小売商業等振興事業と初動期活動事業と

を併せて実施すること及び小売商業等振興事業と駅前商業活性化事業とを

併せて実施することはできないものとする。

小売商業等の活性化に効果が

見込まれるイベント開催等事

業

※ (１ )又は (２ )に規定する事業
を特例区域内事業者が実施す

る場合は、特例区域内事業者又

は特例区域周辺商業団体等に

に該当する者が複数で共同し

て実施することが条件

駅前商業施設魅

力向上事業

大規模小売店舗立地

法特例区域内の商業

施設の魅力向上によ

り下関駅前の振興に

寄与することが見込

まれる事業

１ テナント誘致支援事業

商業施設全体の利用者数の増

加が見込まれる魅力あるテナ

ントの誘致

※誘致テナントは補助金交付

完了後、原則２年間は営業を続

けることが条件

２ 公益的施設整備等事業

利用者に特段の制限がない施

設で、高質化等により利用者

の満足度が向上すると見込ま

れる設備等

トイレ・休憩（待合）所等



別表第２（第４条関係）

補 助 対

象 事 業

の名称

補助対象費

目

補助対象経費 補助対象外経費

小 売 商

業 等 振

興 事

業・初動

期 活 動

事業

報償費 専門家（講習会講師、販売指

導などを行う専門家をいう。

以下「専門家」という。）に

対する謝金

商業団体等を構成す

る者（以下「構成員」

という。）に対して支

払うもの

旅費 専門家の移動に要する交通費 構成員の移動に要す

る経費（別表第１小売

商業振興事業７交流

促進事業を実施する

ため、他の商業団体と

調整するための旅行

に 要 す る 経 費 を 除

く。）

消耗品費 取得価格が１品３万円未満の

物品の購入に要する経費

印刷製本費 印刷物等を印刷・製本するた

めに支払われる経費

光熱水費 水道料、電気料、ガス代など 補助対象事業以外の

使用と明確に区分が

できないもの

通信運搬費 郵送費用、電話代など 補助対象事業以外の

使用と明確に区分が

できないもの

広告料 補助対象事業の広報のための

新聞折込料、雑誌掲載料など

の広告・宣伝に要する経費

筆耕翻訳料 筆耕、翻訳、通訳に要する経

費

委託料 補助対象事業の実施に必要な

業務の一部を他の者に委託し

て行わせるために必要な経費

構成員に行わせるも

の

使用料及び

賃借料

補助対象事業の実施に直接必

要となる不動産、物品等の借

上げに要する経費

不動産を借り上げる

場合の敷金、保証金、

不動産仲介料及び構

成員が所有する物品

等の借上げに要する

経費

工事請負費 店舗などの改装に要する経費 建物の床面積、構造の

変更を伴う工事に要

する経費

原材料費 資材等の購入に要する経費

備品購入費 取得価格が１点３万円以上の

物品の購入に要する経費



商品券等の

プレミアム

経費

補助対象事業において発行す

る商品券等の換金総額のうち

プレミアム相当分（プレミア

ム率は３０％を限度とする。）

施 設 等

整 備 事

業

委託料 補助対象事業の実施に必要な

業務の一部を他の者に委託し

て行わせるために必要な経費

施設等を建設するた

めの調査費・設計費・

設計監理費（工事監理

費を含む。）

工事請負費 施設等の整備又は改修に要す

る経費

既設物を撤去するた

めの費用（建設工事全

体の中で、既設物の除

去が当該施設の機能

向上を伴う増改築に

当たり不可欠と判断

される場合（「撤去+
新設」の場合を含む。）

を除く。）

備品購入費 施設等に固定して使用するも

ので、その取得価格が１点３

万円以上の物品の購入に要す

る経費

財産購入費 施設等の整備のための建物取

得に要する経費

施設等の敷地となる

土地の取得、賃貸、造

成又は補償に要する

経費

イ ン バ

ウ ン ド

対 応 事

業

報償費 専門家に対する謝金 構成員に対して支払

うもの

旅費 専門家の移動に要する交通費 構成員の移動に要す

る経費

印刷製本費 印刷物等を印刷・製本するた

めに支払われる経費

広告料 補助対象事業の広報のための

新聞折込料、雑誌掲載料など

の広告・宣伝に要する経費

筆耕翻訳料 筆耕、翻訳、通訳に要する経

費

委託料 補助対象事業の実施に必要な

業務の一部を他の者に委託し

て行わせるために必要な経費

構成員に行わせるも

の

使用料 セミナーやイベントを実施す

るための会場や物品等の借上

げ費用

構成員が所有する物

品等の借上げに要す

る経費

工事請負費 多言語表示案内看板等を作

成・設置する経費、既存表示

案内看板等を多言語化する改

修費

既存表示案内看板で

元々多言語表示があ

ったものの改修費

消耗品費 取得価格が１品３万円未満の

物品の購入に要する経費

通訳・翻訳機器のリー

ス代及びレンタル代



備品購入費 取得価格が１点３万円以上の

物品の購入に要する経費

並びにその維持費、

Wi-Fi 整備に係る経
費、翻訳アプリや通訳

サービスソフトの初

期導入費用や月額利

用料

駅 前 商

業 活 性

化 事 業

の う ち

プ レ ミ

ア ム 付

商 品 券

事業

商品券等の

プレミアム

経費

補助対象事業において発行す

る商品券等の換金総額のうち

プレミアム相当分（プレミア

ム率は３０％を限度とする。）

駅 前 商

業 活 性

化 事 業

の う ち

誘 客 促

進事業

消耗品費 取得価格が１品３万円未満の

物品の購入に要する経費

印刷製本費 印刷物等を印刷・製本するた

めに支払われる経費

光熱水費 水道料、電気料、ガス代など 補助対象事業以外の

使用と明確に区分が

できないもの

通信運搬費 郵送費用、電話代など 補助対象事業以外の

使用と明確に区分が

できないもの

広告料 補助対象事業の広報のための

新聞折込料、雑誌掲載料など

の広告・宣伝に要する経費

委託料 補助対象事業の実施に必要な

業務の一部を他の者（申請者

の構成員を除く。以下、別表

第２において同じ。）に委託

して行わせるために必要な経

費

使用料及び

賃借料

補助対象事業の実施に直接必

要となる車両、物品等の借上

げに要する経費

原材料費 資材等の購入に要する経費



備品購入費 取得価格が１点３万円以上の

物品の購入に要する経費

駅 前 商

業 施 設

魅 力 向

上 事 業

の う ち

テ ナ ン

ト 誘 致

支 援 事

業

委託料 補助対象事業の実施に必要な

業務の一部を他の者に委託し

て行わせるために必要な経費

使用料及び

賃借料

補助対象事業の実施に直接必

要となる動産、物品等の借上

げに要する経費

工事請負費 施設等の整備又は改修に要す

る経費

既設物を撤去するた

めの費用（建設工事全

体の中で、既設物の除

去が当該施設の機能

向上を伴う増改築に

当たり不可欠と判断

される場合（「撤去+
新設」の場合を含む。）

を除く。）

備品購入費 施設等に固定して使用するも

ので、その取得価格が１点３

万円以上の物品の購入に要す

る経費

印刷製本費 印刷物等を印刷・製本するた

めに支払われる経費

広告料 補助対象事業の広報のための

新聞折込料、雑誌掲載料など

の広告・宣伝に要する経費

出店支援金 出店が決まった事業者の諸経

費に充当させるために必要な

経費

駅 前 商

業 施 設

魅 力 向

上 事 業

の う ち

公 益 的

施 設 整

備 等 事

業

委託料 補助対象事業の実施に必要な

業務の一部を他の者に委託し

て行わせるために必要な経費

工事請負費 施設等の整備又は改修に要す

る経費

既設物を撤去するた

めの費用（建設工事全

体の中で、既設物の除

去が当該施設の機能

向上を伴う増改築に

当たり不可欠と判断



備考

１ 国、県等から助成を受けて補助対象事業を実施する場合は、補助対象経費

の額から国、県等の助成額を控除した額を補助対象経費の額とする。

２ いずれの補助対象事業においても、役員報酬、宿泊研修費、視察旅費、交

際費、慶弔費、食糧費、事業積立金等、その名称の如何にかかわらず、使途

の性質が補助対象事業の目的に適合しないと認められるもの及び補助対象

事業の実施に直接関連の認められない経費は、補助金の交付の対象としな

い。

３ 小売商業等振興事業、施設等整備事業及びインバウンド対応事業を実施

する補助事業者にあっては、当該補助事業者の運営に係る経費は、補助金の

交付の対象としない。

４ 補助対象経費には、消費税及び地方消費税相当額を含まないものとする。

５ 地域経済の活性化を図るため、地元業者への優先発注に努めること。

される場合（「撤去+
新設」の場合を含む。）

を除く。）

備品購入費 施設等に固定して使用するも

ので、その取得価格が１点３

万円以上の物品の購入に要す

る経費

財産購入費 施設等の整備のための建物取

得に要する経費

施設等の敷地となる

土地の取得、賃貸、造

成又は補償に要する

経費



別表第３（第４条関係）

補助対象事業の名称 補助率等 補助額及び補助限度額等

小売商業等振興事業

（まちづくり計画等

策定事業、高齢者等

対策事業、環境対策

事業、情報化対策事

業、交流促進事業及

び空き店舗活用事

業）

補助率

３分の１

補助対象経費の合計額に補助率を乗じて

得た額を補助額とする。ただし、当該額が

１５０万円を超えるときは、１５０万円を

補助限度額とする。

また、同一事業に対する補助期間は２年度

を限度とする。

小売商業等振興事業

（地域特性創出事業

（商店街等イメージ

アップ事業）及び共

同化推進事業）

補助率

３分の１

補助対象経費の合計額に補助率を乗じて

得た額を補助額とする。ただし、当該額が

１００万円を超えるときは、１００万円を

補助限度額とする。

施設等整備事業 補助率

３分の１

補助対象経費の合計額（他の補助制度等を

利用する場合にあっては、当該合計額から

当該補助制度等に係る補助金等の額を減

じた額。以下同じ。）に補助率を乗じて得た

額を補助額とする。ただし、当該額が１，

０００万円を超えるときは、１，０００万

円を補助限度額とする。

初動期活動事業 補助率

１ ０ 分 の

１０

補助対象経費の合計額に補助率を乗じて

得た額を補助額とする。ただし、補助金の

交付を受けることができる期間は、商業団

体等の設立から１年以内の年度を初年度

として３年度までとし、初年度は５０万

円、２年度目は３０万円、３年度目は２０

万円を補助限度額とする。

インバウンド対応事

業

補助率

２分の 1
補助対象経費の合計額に補助率を乗じて

得た額を補助額とする。商業団体等におい

ては、補助額が５０万円を超えた場合は５

０万円、民間事業者においては補助限度額

が２５万円を超えた場合は２５万円とす

る。

※インバウンド対応事業内で複数の事業

区分を実施する場合も１年度５０万円

若しくは２５万円を補助限度額とする。

※インバウンド対応事業とその他の事業

を実施する場合は、それぞれの補助限度

額を適用とする。

駅前商業活性化事

業のうちプレミア

ム付商品券事業

補助率

１ ０分 の

１０

補助対象経費の合計額に補助率を乗じ

て得た額を補助額とする。ただし、当該

額が９，０００万円を超えるときは、

９，０００万円を補助限度額とする。



備考

１ １商業団体等が、小売商業等振興事業と施設等整備事業を同一年度に申

請する場合には、各事業に係る補助額を合計した額は、１，０００万円を上

限とする。

２ 補助金の額に、１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数を切り

捨てるものとする。

３ 駅前商業施設魅力向上事業のうちテナント誘致支援事業の申請対象店舗

で店舗区分評価表が７０点以上を第１種店舗、５０点以上７０点未満を第２

種店舗とする。

駅前商業活性化事

業のうち誘客促進

事業 (送客バス運行
事業 )

補助率

２分の１

補助対象経費の合計額に補助率を乗じて

得た額を補助額とする。ただし、次に掲

げる額のいずれか低い額を補助限度額と

する。

(1) バス等の車両を１日１台運行した

場合を１０万円とし、実際に運行した

バス等の車両ごとに運行日数を乗じ

て得た額の合計額

(2) 補助対象経費の合計額に補助率を乗

じて得た額が１，０００万円を超える

ときは、１，０００万円

駅前商業活性化事

業のうち誘客促進

事業 (イベント開催
等支援事業)

補助率

３分の２

補助対象経費の合計額に補助率を乗じて

得た額を補助額とする。ただし、当該額が

２００万円を超えるときは、２００万円を

補助限度額とする。

駅前商業施設魅力

向上事業のうちテ

ナント誘致支援事

業（第１種店舗）

補助率

２分の１

補 助単 価

額

床 面積 １

㎡ につ き

１万円

次に掲げる額の合計額を補助額とする。

ただし、当該額が１，０００万円を超え

るときは、１，０００万円を補助限度額

とする。

(1) 補助対象経費（出店支援金を除く。）

の合計額に補助率を乗じて得た額

(2) 出店支援金の対象店舗の床面積に補

助単価額を乗じて得た額

駅前商業施設魅力

向上事業のうちテ

ナント誘致支援事

業（第２種店舗）

補助率

３分の１

補 助単 価

額

床 面積 １

㎡ につ き

１万円

次に掲げる額の合計額を補助額とする。

ただし、当該額が２５０万円を超えると

きは、２５０万円を補助限度額とする。

(1) 補助対象経費（出店支援金を除く。）

の合計額に補助率を乗じて得た額

(2) 出店支援金の対象店舗の床面積に補

助単価額を乗じて得た額

駅前商業施設魅力

向上事業のうち公

益的施設整備等事

業

補助率

２分の１

補助対象経費の合計額に補助率を乗じて

得た額を補助額とする。ただし、当該額

が５００万円を超えるときは、５００万

円を補助限度額とする。



様式第１号（その１）（第５条関係）

年 月 日

（宛先）下関市長

所 在 地

申請者 名 称

代 表 者 氏 名

（TEL ( ) ）

下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付申請書

下関市商店街等競争力強化事業費補助金に係る事業を実施するため、下関市商

店街等競争力強化事業費補助金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて

下記のとおり申請します。

記

１ 補助対象事業の名称及び区分

・小売商業等振興事業（まちづくり計画等策定事業・高齢者等対策事業・環境対策事業・情

報化対策事業・交流促進事業・空き店舗活用事業・

地域特性創出事業（商店街等イメージアップ事業）・共同化推進事業）

・施設等整備事業（一般公衆の利便に寄与する施設等・商店街の活性化を図るための施設等）

・初動期活動事業（新たに組織化した商業団体等の初動期の活動事業）

２ 補助金交付申請額 金 ，０００円

[補助金申請額算出内訳 ] （単位：円）

※補助金申請額 １）小売商業等振興事業及び施設等整備事業 補助対象経費×１／３（1,000円未満

切捨て）

２）初動期活動事業 補助対象経費×１０／１０ (1,000 円未満切捨て)

※補助金申請額算出内訳の記入に当たっては、消費税及び地方消費税相当額を含めないこと。

３ 補助対象事業の開始予定日 年 月 日

４ 補助対象事業の完了予定日 年 月 日

注）添付書類 ア 事業実施計画書（別紙１（その１））

イ 収支予算書（別紙２）

ウ 商業団体等の概要書（別紙３（その１））

エ 事業に係る見積書の写し、仕様書等

オ 事業の実施を団体として意思決定したことを証する議事録等の写し

カ 商業団体等の登記簿謄本、定款（任意団体にあっては、規約又はこれに準ずるもの）

キ 商業団体等の役員名簿、団体員名簿

ク 事業の実施に当たって許認可を要するものについては、その許認可書の写し

※ 小売商業等振興事業及び施設等整備事業を併せて申請する場合は、それぞれの事業ごとに

申請すること。

※ 交付要綱第２条第１号カに規定する者が申請する場合は、添付書類ウ及びオからキまでに

ついては当該事業を実施する地区の商業団体等に関するものを添付すること。

※ 交付要綱第２条第１号キに規定する特定非営利活動法人が申請する場合は、当該法人及び

当該事業を実施する地区の商業団体等に関するものを添付すること。

補助対象事業に

要する経費
補助対象経費

負 担 区 分

市負担分 自己負担分 その他



様式第１号（その２）（第５条関係）

年 月 日

（宛先）下関市長

所 在 地

申請者 名 称

代 表 者 氏 名

（TEL ( ) ）

下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付申請書

下関市商店街等競争力強化事業費補助金に係る事業を実施するため、下関市商

店街等競争力強化事業費補助金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて

下記のとおり申請します。

記

１ 補助対象事業の区分 インバウンド対応事業

２ 補助金交付申請額 金 ，０００円

[補助金申請額算出内訳 ] （単位：円）

※補助金申請額については、補助対象経費×１／２（1,000 円未満切捨て）

※補助金申請額算出内訳の記入に当たっては、消費税及び地方消費税相当額を含めないこと。

３ 補助対象事業の開始予定日 年 月 日

４ 補助対象事業の完了予定日 年 月 日

注）添付書類

【商業団体等及び民間事業者共通】

ア 事業実施計画書（別紙１（その２））

イ 収支予算書（別紙２）

ウ 事業に係る見積書の写し、仕様書等

エ 事業の実施に当たって許認可を要するものについては、その許認可書の写し

【商業団体等のみ】

オ 事業の実施を団体として意思決定したことを証する議事録等の写し

カ 商業団体等の履歴事項全部証明書、定款（任意団体にあっては規約又はこれに準ずるもの）

キ 商業団体等の役員名簿、団体員名簿

ク 商業団体等の概要書（別紙３（その１））

【民間事業者のみ】

ケ 市税の滞納なし証明書

コ 各種許認可証（食品衛生許可証等）

サ 履歴事項全部証明書、個人事業の開業届出書控えの写し、定款、規約等

シ 事業者の概要書（別紙３（その２））

※ 交付要綱第２条第１号カに規定する者が申請する場合は、添付書類ウ及びカからクまでに

ついては当該事業を実施する地区の商業団体等に関するものを添付すること。

※ 交付要綱第２条第１号キに規定する特定非営利活動法人が申請する場合は、当該法人及び

当該事業を実施する地区の商業団体等に関するものを添付すること。

補助対象事業に

要する経費
補助対象経費

負 担 区 分

市負担分 自己負担分 その他



様式第１号（その３）（第５条関係）

年 月 日

（宛先）下関市長

所 在 地

申請者 名 称

代 表 者 氏 名

（TEL ( ) ）

下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付申請書

下関市商店街等競争力強化事業費補助金に係る事業を実施するため、下関市商

店街等競争力強化事業費補助金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて

下記のとおり申請します。

記

１ 補助対象事業の名称及び区分

・駅前商業活性化事業（プレミアム付商品券事業・誘客促進事業（（１）送客バス運行事業

（２）イベント開催等支援事業））

・駅前商業施設魅力向上事業（テナント誘致支援事業・公益的施設整備等事業）

２ 補助金交付申請額 金 ，０００円

[補助金申請額算出内訳 ] （単位：円）

※補助金申請額 １）プレミアム付商品券事業 補助対象経費×１０／１０（1,000円未満切捨て）

２）誘客促進事業【送客バス運行事業】 補助対象経費１/２(1,000 円未満切捨て)

【イベント開催等支援事業】 補助対象経費×２／３ (1,000 円未満切捨て)

３）テナント誘致支援事業 【第１種店舗】補助対象経費×１／２ (1,000 円未

満切捨て)及び補助対象床面積×10,000 円(1,000 円未満切捨て)

【第２種店舗】補助対象経費×１／３ (1,000 円未

満切捨て)及び補助対象床面積×10,000 円(1,000 円未満切捨て)

４）公益的施設整備等事業 補助対象経費×１／２（1,000 円未満切捨て）

※補助金申請額算出内訳の記入に当たっては、消費税及び地方消費税相当額を含めないこと。

３ 補助対象事業の開始予定日 年 月 日

４ 補助対象事業の完了予定日 年 月 日

注）添付書類 ア 事業実施計画書（別紙１（その３））

イ 収支予算書（別紙２）

ウ 商業団体等の概要書（別紙３（その１））又は大規模小売店舗立地法特例区域内事業者

の概要書（別紙３（その３））

※駅前商業活性化事業の場合は、特例区域内事業者又は特例区域周辺商業団体等ごと

に提出すること。

【テナント誘致支援事業のみ】

エ 店舗区分評価表（別紙４）

【以下、共通】

オ 事業に係る見積書の写し、仕様書等

カ 事業の実施を事業者もしくは団体として意思決定したことを証する議事録等の写し

キ 大規模小売店舗立地法特例区域内事業者又は特例区域周辺商業団体等の登記簿謄本、

定款（任意団体にあっては、規約又はこれに準ずるもの）

ク 大規模小売店舗立地法特例区域内事業者又は特例区域周辺商業団体等の役員名簿、団体

員名簿

ケ 事業の実施に当たって許認可を要するものについては、その許認可書の写し

補助対象事業に

要する経費
補助対象経費

負 担 区 分

市負担分 自己負担分 その他



別紙１（その１）

事業実施計画書

《記入上の注意》 実施する補助対象事業ごとに記入してください。

実施する補助対象事業

小売商業等振興事業 新 規 ・ 継 続

施設等整備事業 新 設 ・ 改 造

初動期活動事業 新 規 ・ 継 続

補助対象事業の区分

実施（予定）期間 年 月 日 ～ 年 月 日

実施（予定）場所

補助対象事業の

具体的内容・目的
（実施する補助対象事業がソ

フト事業である場合はイベン

トの名称も併せて御記入くだ

さい。）

補助対象事業の必要性

補助対象事業の効果

補助対象事業の効果の

測定方法

貴団体の特色、商店街等

の特徴等



別紙１（その２）

事業実施計画書

実施する補助対象事業 インバウンド対応事業

補助対象事業の区分

実施（予定）期間 年 月 日 ～ 年 月 日

実施（予定）場所

補助対象事業の

具体的内容・目的

補助対象事業の必要性

補助対象事業の効果

補助対象事業の効果の

測定方法

貴団体の特色

商店街等の特徴等

又は

実施（予定）場所の特色



別紙１（その３）

事業実施計画書

実施する補助対象事業

駅前商業活性化事業 新 規 ・ 継 続

駅前商業施設魅力向

上事業
新 規 ・ 継 続

補助対象事業の区分

実施（予定）期間 年 月 日 ～ 年 月 日

実施（予定）場所

補助対象事業の

具体的内容・目的

補助対象事業の必要性

補助対象事業の効果

補助対象事業の効果の

測定方法

貴団体の特色

商店街等の特徴等

又は

実施（予定）場所の特色



別紙２

収 支 予 算 書

収入の部

《記入上の注意》

１ 自己資金欄は、備考欄に明細を記入してください。

２ 補助金等は、申請額を記入してください。

３ 借入金欄は、借入先を記入してください。

４ 税抜き金額を記入してください。

科 目 予 算 額 （円） 備 考

自 己 資 金

補 助 金 等

下関市補助金

その他

借 入 金

借入先

借入先

寄 附 金

その他収入金

合 計



支出の部

《記入上の注意》

１ 支出については、実施する補助対象事業ごとに区分して記入してくださ

い。

２ 記入欄が不足する場合は、適宜別に記載した書類を添付してください。

３ 税抜き金額を記入してください。

費 目
予 算 額

（円）
算 出 の 根 拠

合 計



別紙３（その１）

商 業 団 体 等 の 概 要 書

１ 団 体 の 名 称

２ 所 在 地

３ 代表者職氏名

４ 設 立 年 月 日 年 月 日

５ 会 員 数 人

６ 補助制度等の利用実績（申請年度から過去３年間）

７ 団体が実施している商業振興に関するソフト事業及び所有する施設等

実施事業 事業実施年月日

利用した補助制度
補助利用額

（千円）
区分 補助(助成)事業名

年 月 日 国・県・市・その他

年 月 日 国・県・市・その他

年 月 日 国・県・市・その他

事業名 事業内容 所有施設等 設置年月日



別紙３（その２）

事 業 者 の 概 要 書

１ 名 称

２ 所 在 地

３ 代 表 者 氏 名

４ 設 立 年 月 日 年 月 日

５ 従 業 員 数 人

６ 事 業 内 容



別紙３（その３）

大規模小売店舗立地法特例区域内事業者の概要書

１ 名 称

２ 所 在 地

３ 代 表 者 氏 名

４ 設 立 年 月 日 年 月 日

５ 従 業 員 数 人

６ 事 業 内 容



別紙４

第１種店舗：７０点以上、第２種店舗：５０点以上７０点未満

運営戦略や経営計画上の重要性・必要性 （＊該当するすべてを加算）

□ 2 点

□ 2 点

□ 3 点

□ 3 点

□ 5 点

□ 5 点

大型商業施設全体への貢献 （＊（１）と（２）の合計値）

（１）当該テナント出店による利用者数の増加見込み （＊いずれかを選択）

□ 5 点

□ 6 点

□ 7 点

□ 8 点

□ 10 点

（２）当該テナント出店による売上額の増加見込み （＊いずれかを選択）

□ 5 点

□ 6 点

□ 7 点

□ 8 点

□ 10 点

誘致するテナントの実績 （＊該当するすべてを加算）

□ 5 点

□ 5 点

誘致するテナントの知名度・人気度 （＊いずれかを選択）

□ 3 点

□ 6 点

□ 12 点

□ 20 点

誘致するテナントの希少性 （＊いずれかを選択）

□ 0 点

□ 5 点

□ 10 点

□ 12 点

□ 12 点

□ 15 点

□ 20 点

下関駅前の大型商業施設との親和性 （＊該当するすべてを加算）

□ 5 点

□ 5 点

テナント誘致支援事業　－店舗区分評価表－

配点20点

当該テナントの出店が運営戦略や経営計画に盛り込まれている

運営戦略や経営計画は時勢に整合した適切な内容である

当該テナント事業者は運営戦略や経営計画を理解し、協力的である

当該テナントが運営戦略や経営計画において必要不可欠な店舗としてとらえられている

当該テナントの出店がなければ運営戦略や経営計画を作り直さなければならず、それは容易では

ない

当該テナント事業者からの提案等で運営戦略や経営計画がさらに充実したものとなった

配点20点

配点10点

３％未満増加する

３％以上５％未満増加する

５％以上７．５％未満増加する

７．５％以上１０％未満増加する

１０％以上増加する

配点10点

３％未満増加する

３％以上５％未満増加する

５％以上７．５％未満増加する

７．５％以上１０％未満増加する

１０％以上増加する

配点10点

他市において当該テナントの出店が大型商業施設全体の利用者数を増加させた

他市において当該テナントの出店が大型商業施設全体の売上額を増加させた

配点20点

当該テナントはよく知られた地元単独店である

当該テナントはローカルチェーン店である

当該テナントはリージョナルチェーン店である

当該テナントはナショナルチェーン店である

配点20点

下関市内に複数店舗を展開している

下関市内に１店舗を展開している（今回、初めてチェーン展開する）

下関市初出店である

関門地域初出店である

山口県内初出店である

九州・山口県内で初出店である

上記以上の広域単位で初出店である

配点10点

駅前の大型商業施設への出店によって市民等の利便性向上が見込める

当該テナントの出店が大型商業施設の役割やブランドイメージを増進させる



様式第２号（第６条関係）

第 号

年 月 日

様

下関市長 印

下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付決定通知書

年 月 日付けで申請のあった下関市商店街等競争力強化事業

費補助金については、下記のとおり交付を決定したので、下関市商店街等競争

力強化事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、通知する。

記

１ 補助金の交付対象事業

補助対象事業の名称

補助対象事業の区分

２ 補助金交付決定額

金 ，０００円

３ 交付の条件等

（１） 補助金を財源として財産（施設・備品）を取得した場合は、取得財産等

管理台帳を備え、補助対象事業の完了後においても善良なる管理者の注意

をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に従い、適正な運用を図

ること。

（２） 下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付要綱の規定に違反した場合

は、補助金の交付の決定を取り消し、補助金の全部又は一部を返還させる

ことがある。



様式第３号（第９条関係）

年 月 日

（宛先）下関市長

所 在 地

申請者 名 称

代 表 者 氏 名

（TEL ( ) ）

下関市商店街等競争力強化事業費補助金事業計画中止・廃止届出書

年 月 日付け 第 号で交付の決定の通知のあり

ました補助対象事業を下記のとおり中止・廃止したいので、下関市商店街等競

争力強化事業費補助金交付要綱第９条第 1 項の規定により、届け出ます。

記

１ 中止・廃止する理由

２ 中止・廃 止 の 時 期



様式第４号（第１０条関係）

年 月 日

（宛先）下関市長

所 在 地

申請者 名 称

代 表 者 氏 名

（TEL ( ) ）

下関市商店街等競争力強化事業費補助金事業計画変更承認申請書

年 月 日付け 第 号で交付の決定の通知のありました

補助対象事業の内容を下記のとおり変更したいので、下関市商店街等競争力強化

事業費補助金交付要綱第１０条第１項の規定により、その承認を申請します。

記

１ 変更の理由

２ 変更の内容

（１）補助対象事業の内容

事業実施計画書（様式第１号の別紙１）に準じて記入すること｡

（２）経費の配分 （単位：円）

（３）補助対象事業の完了予定期日

変更前 年 月 日

変更後 年 月 日

変 更 前 変 更 後

補助対象事業に

要する経費
補助対象経費

負 担 区 分

市負担分 自己負担分 その他

変

更

前

変

更

後



様式第５号（第１１条関係）

年 月 日

（宛先）下関市長

所 在 地

申請者 名 称

代 表 者 氏 名

（TEL ( ) ）

下関市商店街等競争力強化事業費補助金実績報告書

年 月 日付け 第 号で交付の決定の通知のあ

りました補助対象事業については、下記のとおり完了しましたので、下関市商

店街等競争力強化事業費補助金交付要綱第１１条の規定により、報告します。

記

１ 補助対象事業の名称及び区分

補助対象事業の名称

補助対象事業の区分

２ 補助金額 金 ，０００円

[内訳 ] （単位：円）

３ 完 了 年 月 日 年 月 日

４ 実 施 場 所

５ 添 付 書 類 ・収支決算書（別紙１）

・事業実施書

（別紙２（その１）、別紙２（その２）又は別紙２（その３））

・契約書等の写し

・請求書の写し

・領収書等支払を証する書類の写し

・実施した事業の成果物又は写真等（施設等整備事業で改造

を行った場合は、改造前及び改造後の写真）

補助対象事業に

要した経費
補助対象経費

負 担 区 分

市負担分 自己負担分 その他



別紙１

収 支 決 算 書

収入の部

《記入上の注意》

１ 自己資金欄は、備考欄に明細を記入してください。

２ 借入金欄は、借入先を記入してください。

科 目 決 算 額 （円） 備 考

自 己 資 金

補助金等

下関市補助金

その他

借 入 金

借入先

借入先

寄 附 金

その 他収入金

合 計



支出の部

《記入上の注意》

１ 支出については、実施した補助対象事業ごとに区分して記入してください。

２ 記入欄が不足する場合は、適宜別に記載した書類を添付してください。

費 目 決 算 額（円） 算 出 の 根 拠

合 計



別紙２（その１）

事業実施書

《記入上の注意》 実施した補助対象事業ごとに記入してください。

実施した補助対象事業

小売商業等振興事業 新 規 ・ 継 続

施設等整備事業 新 設 ・ 改 造

初動期活動事業 新 規 ・ 継 続

補助対象事業の区分

実施期間 年 月 日 ～ 年 月 日

実施場所

補助対象事業の

効果の測定方法

及び測定の結果

補助対象事業に対する

自己評価



別紙２（その２）

事業実施書

実施した補助対象事業 インバウンド対応事業

補助対象事業の区分

実施期間 年 月 日 ～ 年 月 日

実施場所

補助対象事業の

効果の測定期間
年 月 日 ～ 年 月 日

補助対象事業の

効果の測定方法

補助対象事業の

効果の結果及び分析

補助対象事業に対する

自己評価



別紙２（その３）

事業実施書

《記入上の注意》 実施した補助対象事業ごとに記入してください。

実施した補助対象事業

駅前商業活性化事業 新 規 ・ 継 続

駅前商業施設魅力向

上事業
新 規 ・ 継 続

補助対象事業の区分

実施期間 年 月 日 ～ 年 月 日

実施場所

補助対象事業の

効果の測定方法

及び測定の結果

補助対象事業に対する

自己評価



様式第６号（第１２条関係）

第 号

年 月 日

様

下関市長 印

下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付額確定通知書

年 月 日付け 第 号で交付の決定を通知した下関市

商店街等競争力強化事業費補助金については、下記のとおり交付額を確定した

ので、下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付要綱第１２条の規定により、

通知する。

記

１ 補助金の交付対象事業

補助対象事業の名称

補助対象事業の区分

２ 補助金交付確定額

金 ，０００円

※ 補助金の交付請求については、下関市商店街等競争力強化事業費補

助金交付要綱第１４条の規定により、速やかに行うこと。



様式第７号（第１４条関係）

年 月 日

（宛先）下関市長

所 在 地

申請者 名 称

代 表 者 氏 名

（TEL ( ) ）

下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付請求書

年 月 日付け 第 号で確定通知のありました補助

金について、下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付要綱第１４条の規定

により、下記のとおり請求します。

記

１ 補助金請求額 金 円

２ 振 込 先

金 融 機 関 名

銀行 本店

金庫 支店

預 金 種 別 普 通 預 金 ・ 当 座 預 金

口 座 番 号

（フリガナ）

口 座 名 義



様式第８号（第１４条関係）

年 月 日

（宛先）下関市長

請求者

所在地

名称及び

代表者名

下関市商店街等競争力強化事業費補助金概算払請求書

年 月 日付け 第 号で交付決定のありました下関市商

店街等競争力強化事業費補助金について、下関市商店街等競争力強化事業費補助

金交付要綱第１４条第３項の規定により、下記のとおり概算払によって交付され

るよう請求します。

記

１ 下関市商店街等競争力強化事業費補助金交付決定額

金 円

２ 既交付下関市商店街等競争力強化事業費補助金額

金 円

３ 今回請求額（１－２） 金 円

４ 振 込 先

金 融 機 関 名

銀行 支店

金庫 支店

預 金 種 別 普 通 預 金 ・ 当 座 預 金

口 座 番 号

（フリガナ）

口 座 名 義


